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将来推計の全体構造

厚生年金及び国民年金の財政検証を行 うにあたっては、直近の社会 。経済情勢

等を踏 まえて設定 した基礎数値を使用 して、制度内容 に沿つて将来の財政見通 し

を作成 している。財政検証の過程の全体像は、第 1-1図 に示 した とお り、被保

険者数 の推計を行い、それに対
・
応す る給付の推計を行 つて、最後にこれ らを踏ま

えた収支の見通 しを作成するとい う流れになっている。

なお、将来推計のスキームについてプログラム )■ 位で全体像を示す と、第 1-
2図の とお りとなる。

1.被保険者数の将来推計

財政検証を行 うにあたつて、まず、将来の加入制度別の被保険者数の推計を行

う。具体的には、平成 19(2007)年度末における加入制度別の被保険者数、日本の

将来推計人 口 (平成 18年 12月 推計 (合計特殊出41率及び死亡率について、中位、

高位 、低位のそれぞれ 3通 り)、 国立社会保障 。人 口問題研究所)及び労働力率の

見通 し (「 労働力需給の推計 (平成 20年 3月 )」 における「労働 |ド 場への参加が進

むケース」、独 t行政法人労働政策研究 。研修機構)を使用 し、将来の加入制度・

性・年齢別の被保険者数 を推計 している。

このよ うに して、年金財政に最 も大きな影響を与える要 1人|で ある将来の人口構

造や労 llllll力 率の将来見通 しが織 り込まれる。

2.給付水準調整を行わない場合の給付費等の将来推計

次に、被保険者数推計や経済前提、設定 した基礎数・基礎率の 下で、将来の報

酬総額 の見通 しや給付水準調整を行わない場合の給付費、基礎年金拠出金の見通

しを作成する。

報酬総額の推計は、被保険者数推計に基づ く被保険者数に平均報 llll額 を性 。年

齢別に乗 じ、その合計をとることにより作成 され る。 ここで、毎年度の性 。年齢

別の平均報酬額は、標準報酬指数や賃金上昇率等によ り、毎年度、シミュレーシ

ョンを行 うことによ り作成 される。また、被保険者のシ ミュレーシ ョンの際、年

金裁定時の報酬比例部分の年金額の算定の基礎 として必要 となる性 。年齢・加入

期間別 の報酬累積を再評価等 しなが ら作成 してい く。
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将来推計人口
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労働力率の見通し
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第 1-1図  財政検証作業の全体像 (概要 )
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第 l-2図  財政計算スキームの全体像
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給付費の推計は、新規裁定の老齢年金についていえば、支給開1始年齢到達時に

41存 している被保険者 もしくは受給待期者 (制 度は脱退 したが、支給開始年齢等

の支給要件 を満た していない者)の性 。年齢・力‖入期間別の人数 と現役時代に加

入 していた期間の報酬 (再評価等を行った もの)累 計か ら、制度内容に基づいた

報酬比 1//11部 分の年金や基礎年金等の年金額が性 。年齢別に算定 され ることになる。

裁定後の受給者 に係 る給付費の推計については、性 。年齢別に、年金失権率に従

い前年度か ら残存 している受給者数を推計 しつつ、毎年度の年金改定を行 う方法

により、翌年度の性 。年齢別の受給者数や給付額が算出 されるとい う手順でシ ミ

ュレー シ ョンが行われ る。

このよ うに算出 した給付費の うち、基礎年金勘定によ り取 り扱 う給付分につい

ては、各制度の拠出金算定対象者数で核分することにより、制度別の基礎年金拠

出金を算出す る。
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3.給付水準調整期間の将来推計及び給付水準の将来推計

次に、年金財政の均衡を図るためのマ クロ経済スライ ドによる給付水準を自動

調整す る期間を推計する。

具体的には、国民年金、厚生年金それぞれにおいて、給付水準調整前の給付費

等を用いて、マ クロ経済スライ ドの適用をある年度まで続けた場合の財政均衡期

間の終期における積 立度合を算出 し、その積立度合が支出の 1年分 となるように

す るためには何年間マクロ経済スライ ドの適用を続ける必要があるか逆算する。

給付水準の調整期間及び最終的な給付水準調整害1合が決まれば、給付水準調整

前の給付費等の年度毎の推計値に給付水準調整害1合 を乗 じることによ り財政均衡

期間における各年度の給付水準調整後の給付費等が決まるので、これにより財政

均衡期間における年金財政の貝オ政見通 しが定まる。
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被保険者数の将来推計

将来の被保険者数は、各制度における現在の被保険者集団か ら、今後 どのよ う

に脱退者が発生Lし 、また、被保険者が加入 してくるのか とい うことの帰結である。

このような将来の被保険者数の動向を見込むにあたつては、人 口の推移、産業構

造及び雇用構造の変化、高齢者雇用 。女子雇用の動向等、社会経済情勢の全般に

わたる諸要素を考慮 しなければな らない。

被保険者数 の将来推計を行 うにあた り、人 日の推移 については、国立社会保

障・人 日問題研究所の直近の推計である 「日本の将来推計人 口 (平成 18年 12月

推計 )」 を基礎データとして使用 している。 また、労働力率の見通 しについては、

独立行政法人労働政策研究・研修機構による「労働力需給の推計 (勇
Z成 20年 3月 )」

を基礎デー タとして使用 している。

さらに、労 lllll力 率の見通 しが女性 については有配イ‖:者 と無 |1己 偶者等に分けて行

われていること等により、今回の彼保険者数の推計では、女性については有配偶

者 と無配偶者等 (未婚お よび死離別)に 分けて行ってお り、この基礎 どなる配偶

関係別人 日の見通 しは日立社会保障 。人 口問題研究所による 「日本の世帯数の 1子

来推計 (全 国推計)(平成 20年 3月 推計 )」 を基礎データとして使用 している。

被保険者数の将来推計の手順は、第 2-1図 のとお りである。

第 2-1図  被保険者数の将来推計の方法
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1.厚生年金被保険者数の推計

今回の財政検証における長期の経済前提を設定する際には、短時間雇用者が増

加 してい く見通 しとなつてい ること等を踏まえた労働投入量の将来推計が用い ら

れているが、将来の厚生年金被保険者数の推計にあたつても、これ と整合的にな

るよ うな推計方法を採ることとした。

具体的には、第 2-2図 に示す手順で推計を行つている。 この うち、将来推計

人 口か らフル タイム雇用者数 (週 所定労働時間 35時間以 上)及び短時間雇用者数

(週所定労働時間 35時間未満 )を 算出するまでの手順は、長期の経済前提の設定

に用いた労働投入量を推計す る手順 と同一であ り、参考資料 1で詳述 している。

さらに、フル タイムj雇 用者、短時間雇用者それぞれについて、雇用者に占める

厚 4三 年金被保険者の割合 (以 下、厚生年金被保険者害1合 とい う)を設定 して乗 じ

ることによ り将来の厚生年金被保険者数を推計 している。

第 2-2図  厚生年金被保険者数の将来推計の方法

男性、女性有配 1昌 、女性無配偶別・年齢別 将来推計人口

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 労働力人口

業率/労働力率

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 就業者数

男性、女性有配偶、女性無配偶別。年齢別 雇用者数

短時間雇用者 (35時間未満)比率

フルタイム雇用者数(35時 間以上 ) 短時間雇用者数(35時間未満 )

生年金被保険者割合 (フ ルタイム ) 金被保険者割合 (短時間 )

厚生年金被保険者数
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すなわち、男性、女性有配偶、女性無配偶別及び年齢別に、

厚生年金被保険者数

={フ ルタイム雇用者数 ×厚生年金被保険者 `書1合 (フ ル タイム)

十 短時間雇用者数 ×厚生年金被保険者割合 (短時間)}× 調整率

ここで、厚生年金被保険者害1合 は、第 2-3表 に示す 「平成 15年就業形態の

多様化に関する総合実態調査」の特別集計結果をもとに設定 している。 フルタイ

ム雇用者については、週所定労働時間 35～ 39時 間及び 40時間以上の特別集計結

果を、2005年国勢調査における雇用者の構成比率によつて加竜平均 した 96.1%と

設定 している。短時間雇用者 については、「労働力需給の推計 (平成 20年 3月 )」

の 「労働 市場への参加が進むケース」において、平均労働時間が 2006年の月間

90.2時 間か ら 2030年 に月間 110.1時 間まで増加するとの前i提 と整合的になるよ

うに、2005年国勢調査における労働時間分布を基礎 として第 2-4図 に示 した労

働時間分布を設定 した 上で、これ と「平成 15年就業形態の多様化に関す る総合実

態調査」の週所定労 llill時 間別の特別集計結果を用いることにより、短時間雇用者

の厚生年金被保険者割合を設定 してお り、この害J合が 2006年 の 20.3%か ら 2030

1■ には 32.6%へ と高まる推計 となっている。

なお、厚生年金被保険者数の算出にあたっては、足 ドの厚生年金被保険者数が

実績値 と一致するようにするために調整率を乗 じている。 また、共済組合の被保

険者は、すべてフル タイム雇用者であるものとみな して1任 計を行つている。

第 2-3表  労働時間別にみた雇用者数・厚生年金被保険者数
｀

(雇用者総数を 100と した場合の比率 )

(※ )2005年 国勢調査の労働時間は就業時間であり、実態調査の労働時間は所定労働時間となっている。ここでは、国勢調査における35時間以上の
労働時間分布を用いたところ、フルタイム雇用者の厚生年金適用容」合は961'Iとなる。

(出 典 )「 平成15年就業形態の多様化に関する総合実態調査」特別集計結果

週所定労lll時 間 合 計 15時間未満 15～ 19時間 20～ 24時 間 25～ 29時 間 30～ 34時 間 35～ 39時 間 40時間以上

雇用者 (1) 100( 2 5(

厚生年金被保険者 12 81

②/① 81 4

(参 考 )

2005年国勢調査にお
1+ふ 目 田 者

`*ヽ

3:
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第 2-4図  短時間雇用者の平均労働時間 と労働時間分布

15時 間未 満 15～ 19時間

2.共済組合被保険者数の推計

共済組合の被保険者 (各 共済組合の組合員)数の推計については、各共済組合

それぞれの被保険者数の動向をもとに推計 された被保険者数の将来見通 しを用い

ている。

国家公務員共済組合及び地方公務員共済組合の組合員数 (被保険者数)に つい

ては、それぞれの組合員数 と4i産年齢人に1の動向に着 日して推計 されている。生

産年齢人 口に占める組合員数の1年1合の実績値が どのよ うに変化 しているかを捉え、

その動 向を将来べ投影す ることによつて、将来の生産年齢人 口に占める糸11合員数

の害J合 を設定 し、これに将来推計人日における生産年齢人 口を乗 じて将来の組合

員数を推計するとい う考え方に基づいている。

私立学校教職員共済の加入者数 (被保険者数)については、学種別 (小 学校、

中学校 などの種別)の加入者数 と学齢対象人口 (小 学校な らば 6～ 11歳人 日、中

学校 な らば 12～ 14歳 人 口など)の動向に着 日して、基本的には、学齢対象人口に

対す る加入者数の害1合 の実績値を1子 来へ投影 し、 これに将来推計人 口における学

齢対象人口を乗 じて将来の加入者数を推計するとい う考え方に基づいている。

′ 561%

1録〕1躙
/ r盤』」
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3.第 3号被保険者数の推計

女性の第 3号被保険者数については、有配偶でない第 3号被保険者は皆無であ

ること及び人口や被用者年金被保険者の推計が女性については、有配偶者とそれ

以外の者に分けて行われていることに着日して推計している。女性の有配偶者か

ら被用者年金被保険者を除いたものは、第 1号被保険者と第 3号被保険者の合計

にlNll当 することから、実績統計から年齢別に、被用者年金被保険者を除く女性有

配偶者に対する女性の第 3号被保険者数の比率を作成し、この比率が男性の被用

者年金被保険者害1合 (人 口に占める被用者年金被保険者の割合)の上昇に伴って

高まるものとして将来の女性の第 3号被保険者数を推計している(第 2-5図 )。

すなわち、

女性第 3号被保険者数 (年齢別 )

=被 用者年金被保険者 を除 く女性有配イ‖:人 口 (推 計値 )

× {女性第 3号被保険者数 (実績統計 )

/被 用者午金被保険者を除 く女性有配イド1人 |11(実 績統計)}

× 男性の彼用者年金被保険者早il合 の実績値か らの変化率 (推 計値 )

第 2-5図  被用者年金被保険者 を除 く女性有配偶人口に占める

第 3号被保険者の割合
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一方、男性の第 3号被保険者数については、実績統計か ら年齢別に、女性有配

偶者の第 2号被保険者数 に対す る男性の第 3号被保険者数 の比率を作成 し、これ

が将来にわた リー定であるとして将来の男性の第 3号被保険者数を推計 している。

4。 第 1号被保険者数の推計

第 1号被保険者数 については、人 口か ら 1.、 2.及び 3.において推計 した

被用者年金被保険者数及び第 3号被保険者数を控除す ることにより推計 している。

60歳 以上の高齢任意力1人 の被保険者数については、実績統計 より性 。年齢別に

人 口に対す る被保険者の比率を算出し、それが将来にわた リー定であるとして推

計 している。
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